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第１章 環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

１．環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

「環境影響評価法」第 7 条の規定に基づき、当社は、環境の保全の見地からの意見を求め

るため、環境影響評価方法書（以下、「方法書」という。）を作成した旨及びその他事項を公

告し、方法書及び要約書を公告の日から起算して 1 月間の縦覧に供するとともに、インター

ネットの利用により公表した。 

 

（１）公告の日 

平成 27 年 3 月 10 日（火） 

 

（２）公告の方法 

①日刊新聞による公告 

平成 27 年 3 月 10 日（火）付けで、以下の日刊新聞紙に「公告」を掲載した。 

（別紙 1 参照） 

・朝日新聞（朝刊 29 面、神奈川県版，朝刊 27 面、都内南部版） 

・読売新聞（朝刊 33 面、神奈川県版，朝刊 34 面、都内版） 

・毎日新聞（朝刊 27 面、神奈川県版，朝刊 27 面、都内版） 

・日本経済新聞（朝刊 35 面、神奈川県版，朝刊 35 面、都内版） 

・東京新聞（朝刊 27 面、都内版） 

・神奈川新聞（朝刊 26 面、全県版） 

 

 

②上記の公告に加え以下の「お知らせ」を実施した。          （別紙 2 参照） 

・当社ホームページに平成 27 年 3 月 10 日（火）から掲載 

http://www.jfe-steel.co.jp/works/east/keihin/env-powerplant.html 

 

（３）縦覧場所 

関係地域の自治体庁舎 42 ヶ所、当社施設 1 ヶ所の計 43 ヶ所にて縦覧を実施した。また、

当社ホームページにおいてインターネットの利用により公表した。 

 

①自治体庁舎 

・神奈川県環境農政局環境部環境計画課（横浜市中区日本大通 1） 

・神奈川県かながわ県民センター（横浜市神奈川区鶴屋町 2-24-2） 

・神奈川県川崎県民センター（川崎市幸区堀川町 580） 

・神奈川県横須賀三浦地域県政総合センター（神奈川県横須賀市日の出町 2-9-19） 

・神奈川県県央地域県政総合センター（神奈川県厚木市水引 2-3-1） 

・神奈川県湘南地域県政総合センター（神奈川県平塚市西八幡 1-3-1） 

・神奈川県県西地域県政総合センター（神奈川県小田原市荻窪 350-1） 

・川崎市環境局環境評価室（川崎市川崎区宮本町 1） 

・川崎市川崎区役所（川崎市川崎区東田町 8） 
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・川崎市川崎区役所大師支所（川崎市川崎区東門前 2-1-1） 

・川崎市川崎区役所田島支所（川崎市川崎区鋼管通 2-3-7） 

・川崎市幸区役所（川崎市幸区戸手本町 1-11-1） 

・川崎市幸区役所日吉出張所（川崎市幸区南加瀬 1-7-17） 

・川崎市中原区役所（川崎市中原区小杉町 3-245） 

・横浜市環境創造局政策調整部環境影響評価課（横浜市中区真砂町 2-22） 

・横浜市鶴見区役所（横浜市鶴見区鶴見中央 3-20-1） 

・横浜市神奈川区役所（横浜市神奈川区広台太田町 3-8） 

・横浜市西区役所（横浜市西区中央 1-5-10） 

・横浜市中区役所（横浜市中区日本大通 35） 

・横浜市南区役所（横浜市南区花之木町 3-48-1） 

・横浜市港北区役所（横浜市港北区大豆戸町 26-1） 

・東京都環境局都市地球環境部環境都市づくり課 

（東京都新宿区西新宿 2-8-1 第２本庁舎 16 階） 

・東京都環境局多摩環境事務所（東京都立川市錦町 4-6-3） 

・大田区環境清掃部環境保全課（大田区蒲田 5-13-14） 

・大田区大森東特別出張所（大田区大森南 4-9-1） 

・大田区大森西特別出張所（大田区大森西 2-3-3） 

・大田区入新井特別出張所（大田区大森北 1-10-14） 

・大田区馬込特別出張所（大田区中馬込 3-25-5） 

・大田区池上特別出張所（大田区池上 1-29-6） 

・大田区新井宿特別出張所（大田区中央 1-21-6） 

・大田区嶺町特別出張所（大田区田園調布本町 7-1） 

・大田区田園調布特別出張所（大田区田園調布 2-20-1） 

・大田区鵜の木特別出張所（大田区南久が原 2-30-5） 

・大田区久が原特別出張所（大田区久が原 4-12-10） 

・大田区雪谷特別出張所（大田区東雪谷 3-6-2） 

・大田区千束特別出張所（大田区南千束 2-16-19） 

・大田区六郷特別出張所（大田区仲六郷 2-42-2） 

・大田区矢口特別出張所（大田区矢口 2-21-14） 

・大田区蒲田東特別出張所（大田区蒲田本町 2-1-1） 

・大田区蒲田西特別出張所（大田区西蒲田 7-12-7） 

・大田区糀谷特別出張所（大田区西糀谷 2-14-13） 

・大田区羽田特別出張所（大田区羽田 1-16-14） 

 

②当社施設 

・ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所（京浜地区） 

（川崎市川崎区南渡田町 1-1 京浜ビル 1F） 
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③インターネットの利用による公表 

・当社ホームページ上における下記のウェブサイトで方法書及び要約書を公表した。 

http://www.jfe-steel.co.jp/works/east/keihin/env-powerplant.html 

（別紙 2 参照） 

 

（４）縦覧期間 

縦覧期間は、平成 27 年 3 月 10 日（火）から平成 27 年 4 月 9 日（木）（土曜日・日曜日・

祝日を除く）、縦覧時間は、午前 9 時から午後 5 時までとした（自治体の縦覧場所は、開庁

日時による）。［閲覧は、4 月 23 日（木）まで実施］ 

なお、インターネットの利用による公表については、平成 27 年 3 月 10 日（火）から平

成 27 年 4 月 23 日（木）まで閲覧可能とした。 

 

（５）縦覧者数 

①縦覧者確認簿記載者数  33 名 

（内訳） 

・神奈川県施設    6 名 

・川崎市施設   19 名 

・横浜市施設    0 名 

・東京都施設    5 名 

・大田区施設    3 名 

・ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所  0 名 

 

②方法書及び要約書を公表したウェブサイトへのアクセス数：756 回 

 

２．環境影響評価方法書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第 7 条の 2 の規定に基づき、方法書の記載事項を周知するための説明会

を開催した。 

説明会の開催の公告は、方法書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

 

開催日時 開催場所 来場者数 

平成 27 年 3 月 20 日（金） 

19 時から 21 時まで 
大森スポーツセンター 13 名 

平成 27 年 3 月 24 日（火） 

19 時から 21 時まで 

サンピアンかわさき（川崎市立労

働会館） 
18 名 

平成 27 年 3 月 25 日（水） 

19 時から 21 時まで 
横浜市鶴見公会堂 16 名 

平成 27 年 3 月 28 日（土） 

14 時 30 分から 16 時 30 分まで 

サンピアンかわさき（川崎市立労

働会館） 
11 名 
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３．環境影響評価方法書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第 8 条の規定に基づき、環境の保全の見地からの意見を有する者の意見

書の提出を受け付けた。 

 

（１）意見書の提出期間 

平成 27 年 3 月 10 日（火）から平成 27 年 4 月 23 日（木）（縦覧期間及びその後 2 週間）

まで受け付けた。なお、郵送受付は当日必着とした。 

 

（２）意見書の提出方法 

縦覧場所に備え付けの意見用紙（別紙 3 参照）などにより、次の方法で意見を受け付け

た。 

①当社への郵送による書面の提出（縦覧期間及びその後 2 週間） 

 

（３）意見書の提出状況 

提出された意見書の総数は 1 名 1 通（意見の総数：7 件）であった。 
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別紙１ 

 

日刊新聞紙に掲載した公告内容 

（朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、日本経済新聞、東京新聞、神奈川新聞） 

 

 

平成 27 年 3 月 10 日（火）掲載 
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別紙２ 

 

当社ホームページに掲載したお知らせの内容 
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別紙３ 
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第２章 環境影響評価方法書について提出された環境の保全の見地からの意見の概要と 

これに対する事業者の見解 

「環境影響評価法」第 8 条第 1 項の規定に基づいて、事業者に対して意見書の提出により述べ

られた環境の保全の見地からの意見は 7 件であった。 

「環境影響評価法」第 9 条及び「電気事業法」第 46 条の 6 第 1 項の規定に基づく、環境影響評

価方法書についての意見の概要と事業者の見解は、次のとおりである。 

 なお、提出された意見については、原文のまま記載した。 
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環境影響評価方法書についての意見の概要と事業者の見解 

1.事業計画 

意見の概要 事業者の見解 

1 過去の歴史の反省の上に立つのなら、開発

行為者(企業)は単に法令や規則を守ってい

ればよいというものではない。深刻な公害

と環境破壊、そして公害被害者を発生させ

たものとして、公害と環境負荷となる原因

物質の排出については、限りなくゼロに近

づけなければならない。 

 

JFE 扇島火力発電所は、製鉄所内で発生す

る副生ガスを主燃料として有効利用し発電

を行なっています。 

新 1 号機は、補助燃料として重油を使用し

ないため、硫黄酸化物が現状より低減できま

す。低 NOx 燃焼器と排煙脱硝装置を採用する

ため、窒素酸化物が低減できます。また、燃

料系統に湿式の電気集じん機を設置し、重油

を使わないガス専焼とするため、ばいじんを

低減できます。 

運転開始後も、各設備の適切な運転管理と 

維持管理を行ないます。 

以上のことから、今回の JFE 扇島火力発電

所更新計画は大気環境負荷の低減につなが

るものと考えております。 

 

 

2 余剰電力を売電することが、発電所更新の

目的の一つと考えているのなら問題だ。も

しそうなら、副生ガス・都市ガスを燃料と

するのではなく自然エネルギーを用いて実

施すべきである。 

 

JFE 扇島火力発電所では、製鉄所で発生す

る副生ガスのうち製鉄所内の加熱炉などで

使用した残余の副生ガスを有効利用してい

ます。操業の状況によっては、電力を購入し

たり、余剰となる場面もありますが、発電し

た電力は、主に事業所内の電力として使用し

ます。 

更新の目的は長年使用してきた発電設備

の老朽化対策となっております。 
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2.大気質 

意見の概要 事業者の見解 

3 浮遊粒子状物質(SPM)について、「ほとんど

排出しない」として排出量も示していない。

排出量と、これが環境に影響(被害)してい

ないことを示したうえで、評価項目選定の

判断をすべきである。 

 

浮遊粒子状物質のもととなる排煙中のば

いじんについては、方法書 p2-16（p17）に

記載のとおり、燃料系統に湿式の電気集じん

機を設置するため、0.1mg/m3
N 未満となり、

既設の 30mg/m3
N と比べて低いものとなって

います。 

このように、ばいじんをほとんど排出しな

いことから環境影響評価項目に選定するこ

とは考えていません。 

 

4 評価項目に、環境基準が定められている微

小粒子状物質(PM2.5)を、意図的に除外して

いるのであればとても容認できない。現状

の大気汚染物質の中で、これがもっとも有

力な公害健康被害原因物質と見られている

からである。マニュアルとして確立されて

いない、というのは理由にならない。 

新 1 号機は、PM2.5 の一次粒子(ばいじん)

をほとんど排出せず、PM2.5 の二次生成粒子

の前駆物質となる硫黄酸化物や窒素酸化物

の排出量も現状より大幅に低減する計画で

あることから環境影響評価項目に選定する

ことは考えていません。 

 

 

5 窒素酸化物(二酸化窒素)の評価基準とし

て、日平均値 0.06ppm の数値を使用してい

ることも容認できない。同じ環境基準値の

日平均値 0.04ppm を使用すべきである。何

故なら、日平均値 0.06ppm の数値は科学的

根拠がなく、県や市は目標として日平均値

0.04ppm(年平均値 0.02ppm)の達成を目指

しているからだ。 

環境基準は、「人の健康の保護及び生活環

境の保全のうえで維持されることが望まし

い基準」として定められていますので、環境

影響評価にあたっては同基準を指標とする

ことで考えています。 

また、「環境基準は、現に得られる限りの

科学的知見を基礎として定められているも

の」と認識しています。 

なお、二酸化窒素の環境基準は、「1 日  

平均値が 0.04ppmから 0.06ppmのｿﾞｰﾝ内又は 

それ以下であること」であり、環境基準が 

達成されているかどうかの評価方法につい

ては、「二酸化窒素に係る環境基準の改定に

ついて」（昭和 53 年環大企第 262 号）におい

て、「1 日平均値の年間 98％値が 0.06ppm  

以下の場合は環境基準が達成され、0.06ppm

を超える場合は環境基準が達成されていな

いものと評価する。」と示されています。 
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3.水環境 

意見の概要 事業者の見解 

6 温暖化で海水温が上昇してきていることか

ら、温排水の放出にあたっては基準の 7℃

にこだわらず、できるだけ温度を低下すべ

きである。 

 

復水器の冷却水については、新 1 号機の設

計水温上昇値は既設 1 号機と同様に 7℃で計

画していますが、温排水による水温影響を低

減するため、温排水量及び水温上昇値につい

て今後さらに検討し、環境影響評価準備書に

記載します。 

なお、新たに設置するガス圧縮機と付帯機

器の冷却は、冷却塔による強制通風式冷却方

式として、温排水量を増加させない計画で

す。 

 

 

4.その他 

意見の概要 事業者の見解 

7 大気汚染物質をはじめ、温室効果ガス(二酸

化炭素)・温排水の排出量等の基礎データ

は、環境配慮計画書ないし環境影響評価方

法書の段階で公表すべきであった。 

 

大気汚染物質の排出量は方法書 p2-16

（p17）、温排水(復水器冷却水量)の排水量は

同 p2-17（p18）に記載しています。（下表に

抜粋します。） 

温室効果ガス（二酸化炭素）については、

発電設備の詳細な諸元を確定後、環境影響評

価準備書に記載します。 

 

項 目 単 位 新 1 号機 

硫 黄 

酸化物 

排出濃度 ppm 6 

排出量 m3
N/h 8.8 

窒 素 

酸化物 

排出濃度 ppm 10 

排出量 m3
N/h 24.7 

ば い 

じ ん 

排出濃度 mg/ m3
N 0.1 未満 

排出量 kg/h 0.1 未満 

温排水量 

(復水器冷却水量) 
m3/s 6.1 

 

 

 


	「環境影響評価法」第7条の規定に基づき、当社は、環境の保全の見地からの意見を求めるため、環境影響評価方法書（以下、「方法書」という。）を作成した旨及びその他事項を公告し、方法書及び要約書を公告の日から起算して1月間の縦覧に供するとともに、インターネットの利用により公表した。
	平成27年3月10日（火）
	平成27年3月10日（火）付けで、以下の日刊新聞紙に「公告」を掲載した。
	（別紙1参照）
	・朝日新聞（朝刊29面、神奈川県版，朝刊27面、都内南部版）
	・読売新聞（朝刊33面、神奈川県版，朝刊34面、都内版）
	・毎日新聞（朝刊27面、神奈川県版，朝刊27面、都内版）
	・日本経済新聞（朝刊35面、神奈川県版，朝刊35面、都内版）
	・東京新聞（朝刊27面、都内版）
	・神奈川新聞（朝刊26面、全県版）
	・当社ホームページに平成27年3月10日（火）から掲載
	http://www.jfe-steel.co.jp/works/east/keihin/env-powerplant.html

	関係地域の自治体庁舎42ヶ所、当社施設1ヶ所の計43ヶ所にて縦覧を実施した。また、当社ホームページにおいてインターネットの利用により公表した。
	縦覧期間は、平成27年3月10日（火）から平成27年4月9日（木）（土曜日・日曜日・祝日を除く）、縦覧時間は、午前9時から午後5時までとした（自治体の縦覧場所は、開庁日時による）。［閲覧は、4月23日（木）まで実施］
	なお、インターネットの利用による公表については、平成27年3月10日（火）から平成27年4月23日（木）まで閲覧可能とした。
	（内訳）
	・神奈川県施設    6名
	・川崎市施設   19名
	・横浜市施設    0名
	・東京都施設    5名
	・大田区施設    3名
	・ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所  0名
	②方法書及び要約書を公表したウェブサイトへのアクセス数：756回

	説明会の開催の公告は、方法書の縦覧等に関する公告と同時に行った。
	平成27年3月10日（火）から平成27年4月23日（木）（縦覧期間及びその後2週間）まで受け付けた。なお、郵送受付は当日必着とした。
	縦覧場所に備え付けの意見用紙（別紙3参照）などにより、次の方法で意見を受け付けた。
	提出された意見書の総数は1名1通（意見の総数：7件）であった。

	「環境影響評価法」第8条第1項の規定に基づいて、事業者に対して意見書の提出により述べられた環境の保全の見地からの意見は7件であった。
	「環境影響評価法」第9条及び「電気事業法」第46条の6第1項の規定に基づく、環境影響評価方法書についての意見の概要と事業者の見解は、次のとおりである。 　なお、提出された意見については、原文のまま記載した。

